
 

第１回 総務産業建設常任委員会 

 
                     日 時 令和７年３月 13日(木)午前９時 30 分 

                     場 所 下呂市役所下呂庁舎３－１会議室 

 

１.委員長あいさつ 

 

２.市長あいさつ 

 

３.議長あいさつ 

 

４．付託案件 

（１）議第２３号 財産の譲与について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【消 防 本 部】 

 （２）議第２４号 下呂市行政組織条例の一部を改正する条例について・・・・・【総 務 部】 

（３）議第２５号 下呂市職員定数条例の一部を改正する条例について・・・・・【総 務 部】 

（４）議第２６号 下呂市職員の給与に関する条例及び下呂市一般職の任期付職員の採用等に関 

する条例の一部を改正する条例について・・・・・・・・・・【総 務 部】 

（５）議第２７号 下呂市第１号会計年度任用職員の報酬等に関する条例及び下呂市第２号会計 

年度任用職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【総 務 部】 

（６）議第２８号 下呂市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例について 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【総 務 部】 

 （７）議第２９号 下呂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び下呂市職員の育児休業等に 

関する条例の一部を改正する条例について・・・・・・・・・【総 務 部】 

 （８）議第３０号 下呂市職員の配偶者同行休業に関する条例の一部を改正する条例について 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【総 務 部】 

 （９）議第３１号 下呂市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料Ｐ３【総 務 部】 

 （10）議第３７号 下呂市企業立地促進及び企業支援に関する条例の一部を改正する条例につい 

て・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【観光商工部】 

 （11）議第３８号 下呂市下水道条例の一部を改正する条例について・・・・・・【上下水道部】 

 （12）議第３９号 下呂市水道事業に係る布設工事監督者及び水道技術管理者に関する条例の一 

部を改正する条例について・・・・・・・・・・・・・・・・【上下水道部】 

 （13）議第４０号 下呂市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【消 防 本 部】 

 （14）議第４１号 令和７年度下呂市水道事業会計への繰出について・・・【まちづくり推進部】 

 （15）議第４２号 令和７年度下呂市下水道事業会計への繰出について・・【まちづくり推進部】 

 



議第３１号下呂市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について

１．税率改正（案）について

国国国国国国税の税率は、県への納納納や国国国国の実実実実実び、県かか示さささ下

呂呂の標標税率ななな鑑みなみか、国国国国み国健に運運さささささ設設していしし。 

下呂呂国国ではででで禍禍への対対として、一一一たた税税な、令令３年年かか令令５

年年しで３年年年で引き下げ、令令６年年ににいては前年年と同率とし、令令６年年の一

一一たた税税は県県呂21で低い方かか２番番となとてにたしし。 

一人人人や社社国国の適運適適にさた、国国国国国は人人していしし。一方で、医医の

高年高禍にさた一一一たたの医医医は増国増増ににた、した、国かかの交納納禍み人税し

たたた、県への令令７年年納納納の一一一た納税は前年年さた７千千増国し、納納納健納

でで増国していしし。した、国国の県県県一高に増け県の示し標標税率に近づけなみか千

滑な県一高に備えさ必必みにたしし。岐岐県ににいては県一統統み設しとていしままみ、

国は令令15年な番標としていしし。しかし、昨昨の物物高物にささ家家への影影で十十

に考考しさ必必でにたしし。 

こさした現実かか、基納の運運にさた急急な国国税の増国な抑え、被国国国一一一たた

税税な昨年年さた、3千千の増国と提案ししし。本案の税率でででででででででしたとこ

ろ、基納な115,714千千千国しさ必必みにさと試試していしし。 

■令令７年年国国税率改正（案） 

税 率   一一一たた年年年税税

医

療

分

基基基税十 

所所所 ％6.1 
千68,854  

（2,000千増） 
年禍所 千 27,100  

年禍所 千 20,000  

後統後後十 

所所所 2.16 ％ 
千24,443  

（500千増） 
年禍所 千 9,000  

年禍所 千 8,000  

介介納納十 

所所所 1.6 ％ 
千26,299  

（500千増） 
年禍所 千 9,700  

年禍所 千 6,200  

家 千119,596  

税率試設統令令年年 6 の予予被国国国予 一 世世 5,035  3,447  

※ポポでポ 

〇令令６年年さた一一一たた年年税税な３千千引き上げさ。 

〇基納な115,714千千千国しさと試試。 

総総総国総設総総総総社

実実実実令令 ７年３実13実

担一基呂国国国市呂国  サでササ基
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所所所所総所年禍所年禍所下呂呂国 所所所所総所年禍所年禍所下呂呂国

年平年16 千 千万千万千6.38%24.90%28,500 24,700 53 53 千 千万千万千1.20%7.55%9,000 5,300 8 8

年平年17 千 千27,800 24,000 千 千1.40%8.50%10,000 5,800

年平年18 千 千5.70%23.08%25,400 22,100 千 万千万千1.44%8.90%10,100 9 9

年平年19 千 千万千万千所所所所総所年禍所年禍所下呂呂国 千5.52%22.10%24,700 20,400 56 56 1.42%8.55%10,200

年平年20 千 千万千万千 万千万千 千 千2.93%14.60%16,200 14,000 47 47 1.47%7.10% 12 12 1.24%7.70%9,300 5,300

年平年21 千3.09%15.22% 13,900 1.53%7.30% 千 千万千万千0.99%6.35%7,600 4,300 10 10

年平年22 千 千万千万千 千 千万千万千 千 千3.89%17.91%19,200 16,200 50 50 1.27%5.65%6,200 5,300 13 13 1.33%7.50%9,200 5,200

年平年23 千 千万千万千 千 千万千万千 千 千万千万千4.51%20.07%21,600 18,000 51 51 1.42%6.02%6,700 5,700 14 14 1.70%8.86%11,200 6,400 12 12

年平年24 千 千5.83%27.63%26,800 22,200 千 千1.96%8.83%8,900 7,500 千 千1.88%10.52%12,000 6,800

年平年25 千 千5.61%25.67%25,800 20,900 千 千1.97%8.60%8,800 7,200 千 千1.86%10.70%11,800 6,500

年平年26 千5.66%25.19%26,300 千 万千万千 千 千万千万千1.94%8.36%9,000 16 16 1.68%10.06%11,300 6,100 14 14

年平年27 5.30%24.35% 万千万千 万千万千 千 千万千万千52 52 1.82%8.35% 17 17 1.40%10.00%9,900 5,700 16 16

年平年28 万千万千54 54 万千万千19 19

年平年29 千 千4.80%20.35%23,000 18,300 千 千2.30% 8,800 7,800 千 千1.73% 9,500 6,300

年平年30 千 千万千万千 千5.08%19.35%24,700 20,000 58 58 2.29% 7,900 1.50%

令令令年 千 千万千万千5.70%19.35%28,900 21,000 61 61 1.52%

令令年2 千 千6.05%14.00%31,000 21,900
万千63 万千63

万千万千17 17

令令年3 千 千9.00%27,000 20,000

令令年4 5.00% 万千万千65 65 万千万千20 20

令令年5 万千万千22 22

令令６年 万千万千65 65 万千万千24 24 万千万千 基納千国税17 17 一一一たた年年年税税

令令７年 千 千万千万千 千 千万千万千 千 千万千万千 千千 千6.10%0.00%27,100 20,000 66 66 2.16%0.00%9,000 8,000 26 26 1.60%0.00%9,700 6,200 17 17 115,714 119,596

令令７年 千 千 万千万千7.38%0.00%31,708 21,639 66 66 2.74%0.00% 千11,607 千万千万千 千 千万千万千 千千 千7,921 26 26 2.23%0.00%11,422 5,824 17 17 19,017 143,218

千5,800

△ 13,000千

＋3,000千

5.85%

0.00%
千 千26,500 19,900

県み試設した下呂呂の標標税率⇒

令令７年年案⇒

千9,000

△ 1,600千

△ 1,500千

　　　　0千

＋3,000千

2.13%

0.00%

千9,500

千 千7,600 6,600

一一一たた賦基税の推推

＋6,000千

対応所

＋3,000千

千8,900

千7,500 1.59%

0.00%

賦基賦年税

後統高齢国後後納十

対応所 対応所 賦基賦年税
千5,900

下呂呂国国国国国国税率の年年年推推年

年年

医医給納医十 介介納納納十

対応所 対応所 賦基賦年税 対応所
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医医医の推推

※令令６年年十は最最デでデなでとに推家したでのでし。

県への納付金の推移

一一1 たた納納納 千 千 千 千 千 千134,321 131,544 144,346 149,725 154,630 161,633

千 千 千 千 千-2,777 12,802 5,379 4,905 7,003

被国国国予
試算統( の推家推)

一 一 一 一 一 一6,657 6,539 6,257 5,808 5,290 5,066

R5 5,751 108,815 131,001 2,687,112,173 1.20 20,512 24,694 467,243

D/A

千

2,863,019,220

2,708,684,923

１実一たた １件一たた １一一たた

医運税 医運税 医運税      

D/C D/B

3,385,391,033

3,197,566,332

3,093,288,190

2,992,485,615

2,869,401,654

2,700,188,964

17,599

17,780

18,285

19,146

19,261

19,822

17,228

17,016

17,397

7,035

6,753

6,529

6,197

5,356 2,468,667,406

8,682

8,219

7,746

① ② ③A B C D=＋＋

187,916

177,809

170,035

161,387

147,675

196,504147,316

141,440

133,442

127,568

120,843

112,375

24,185

23,583

24,104

22,980

22,607

23,181

437,096

460,916

１件一たた

実　　予

C/B

389,046

399,340

407,418

407,875

399,850

438,508

389,932

23,458

23,745

24,028

1.26

1.22

1.22

28

29

1.33

1.33

1.33

1.33

1.34

140,632

124,543

149,533118,378

114,856

102,416

7,345

医運税

30

R1

R2

R3

R４

R６

千件 千一/ /

区十

年年

27

年年年年

被国国国予
件予 実予

単単 一 件予 実 実件 千実/ /

1.31

R3年年

千860,164,881

R4年年

千903,175,049

R2年年

納納納 千894,172,559

R5年年

千869,605,302

R６年年

千817,993,589

R７年年

千818,831,951
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◆  基納国基税にさび繰繰納の推推

繰繰納

基納基基税 基納基基税 年年基基納国基税 基年年繰繰納基試税
　　千 　　千 　千 千 千

Ｈ３３年年 543,000 10,000,000 304,451,000 446,135,691 750,586,691

Ｒ１年年 401,923 10,000,000 294,852,923 292,685,066 587,537,989

Ｒ２年年 257,558,000 10,000,000 542,410,923 99,744,983 642,155,906

Ｒ３年年 58,931,000 40,668,000 560,673,923 114,315,371 674,989,294

Ｒ４年年 79,478,000 117,815,000 522,336,923 104,872,698 627,209,621

Ｒ５年年 63,650,000 130,379,000 455,607,923 75,465,000 531,072,923

Ｒ６年年予試 30,528,000 109,565,000 376,570,923 0 376,570,923

Ｒ７年年予試 258,000 115,714,000 261,114,923 0 261,114,923

※ R６年年は、3実補正統の予推

基納国基実実

年　年
基納＋繰繰納

0
100,000,000
200,000,000
300,000,000
400,000,000
500,000,000
600,000,000
700,000,000
800,000,000

基納＋繰繰納の推推
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令和7年度世帯あたり平均保険税額【令和７年度税率(案)によるシミュレーション】
所得階級別、世帯人員別平均保険税額 ← ← 5 ← 2７割軽減 割軽減 割軽減

世世 世世 世世 世世 世世 世世 世世 世世 世世 世世
未未未世世 20 79,198 6 154,044 3 265,885 1 261,721

千0 728 34,781 57 41,986 14 41,677 4 77,378 3 95,495

万千万下43 358 39,363 74 55,582 9 68,171 2 49,013 1 73,380

万千万下73.5 239 62,255 75 70,595 7 93,681 5 86,830 1 166,800 1 114,447

万千万下99 166 99,674 54 104,987 8 132,541 4 131,556 1 122,422

万千万下104 33 127,216 15 91,442 1 82,517

万千万下134.5 205 148,526 84 143,399 8 133,736 2 133,485

万千万下155 97 175,490 63 183,904 10 170,528 6 158,531

万千万下165 38 191,909 30 203,875 2 170,009 3 198,100 1 202,300

万千万下195.5 103 211,781 74 228,733 8 220,607 3 216,750 1 176,807 1 302,463

万千万下211 41 236,412 40 259,140 9 229,879 3 224,598

万千万下226 37 249,916 32 276,445 1 280,775 1 287,266

万千万下256.5 66 273,458 52 294,263 6 274,578 5 275,256 3 273,345

万千万下267 16 292,882 17 307,797 4 289,696 1 340,276

万千万下287 27 306,484 31 321,573 4 310,718 1 330,598

万千万下317.5 34 328,330 28 348,602 7 303,463 6 329,838 4 370,992

万千万下323 5 353,596 6 373,539 1 329,144 1 367,561 1 129,938

万千万下348 17 359,738 22 384,455 7 346,202 1 356,453

万千万下378.5 13 389,304 17 418,826 5 382,372 1 412,064 1 434,692 1 432,670

万千万下379

万千万下409 13 420,836 10 451,375 3 411,321 1 423,624 1 373,187 1 529,656

万千万下435 10 447,825 9 462,619 5 414,411 3 455,913 1 405,004 2 510,539

万千万下439.5 2 467,748 5 484,334 2 392,372 1 462,371

万千万下470 9 485,398 3 496,197 1 466,919 1 510,254

万千万下491 5 504,532 10 526,082 3 453,957 2 505,033

万千万下500.5 1 513,252 4 547,611 2 508,612

万千万下531 3 540,123 5 547,372 3 490,953

万千万下547 4 567,429 2 581,043 1 506,677 2 534,250 1 580,877

万千万下561.5 2 577,465 4 618,377 1 528,438

万千万下592 1 595,112 5 616,251 2 516,644 3 591,393 1 581,730 2 660,489

万千万下603 3 629,404 1 527,100 1 559,152 1 683,418

万千万下622.5 1 518,379 5 638,539 1 501,486

万千万下653 3 660,088 2 564,599 2 569,496

万千万下659

万千万下683.5 1 697,936 1 706,817 2 634,117 1 694,665

万千万下714 120,769 6 739,839 4 638,205 3 680,417 1 714,826

万千万下715

万千万下744.5 1 621,065 3 759,364 2 631,335 1 730,243 1 674,864

万千万下771 1 781,057 3 798,513 1 735,807

万千万下775

万千万下805.5 1 714,480

万千万下827 1 837,409

万千万下836 1 901,675 1 753,507

万千万下866.5 1 865,896 1 874,675 1 757,409

万千万下883 2 899,200 1 784,028

万千万下897 1 763,114

万千万下927.5 158,431 1 931,113

万千万下939

万千万下958 3 977,596 2 817,541

万千万下988.5 1 892,619

万千万下995 3 1,019,324

万千万下1000

万千万1000 4 1,072,966 3 1,090,000 2 912,005 5 908,865 1 915,525 2 920,000 1 920,000

合　家  2,309 15,885,001 869 21,013,235 154 16,295,780 69 9,153,596 30 9,902,165 12 4,062,040 4 2,335,375 0 0 0 0 0 0

世帯数合計 3,447

一世世 一万上9 10

国保税軽減適用世帯：

所所階級   

１ 世世一   たた  年年国国税税     （調設税）
一世世 一世世 一世世 一世世 一世世 一世世 一世世 一世世1 2 3 4 5 6 7 8
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２．令和７年度税制改正（案）の概要

  「令和７年度税制改正の大綱」において、国民健康保険税の負担の公平性を図るた

め、「５割及び２割の軽減措置の拡充」と「課税限度額の一部引上げ」が盛り込まれ

ました。

  軽減措置の拡充及び、課税限度額の一部引上げについては昨年度に引き続いての改

正となります。

① ５割及び２割の軽減措置の拡充

軽減措置とは、所得に応じて国保税の均等割（一人当たり課税）及び平等割（一世

帯当たり課税）を一定割合（７割・５割・２割）軽減する制度のことです。 

今回は５割及び２割の軽減措置の対象者の範囲が拡充されます。 

  この改正により軽減該当者が増加し、国保税の若干の減額が見込まれますが、減額

分の一部は国や県の負担金が充てられます。 

 ■ 軽減判定所得基準額 

現 行 改正案 

７割軽減基準額 
基準控除額43万円＋10万円

×(年金・給与所得者の数－1)
改正なし 

５割軽減基準額 

基準控除額43万円＋10万円

×(年金・給与所得者の数－1)

＋29.5万円×被保者数 

基準控除額43万円＋10万円

×(年金・給与所得者の数－1)

＋30.5万円×被保者数

２割軽減基準額 

基準控除額43万円＋10万円

×(年金・給与所得者の数－1)

＋54.5万円×被保者数 

基準控除額43万円＋10万円

×(年金・給与所得者の数－1)

＋56万円×被保者数 
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② 課税限度額の引上げ

  課税限度額は、高所得世帯に対して際限なく課税するのではなく、上限を設定する

ために設けられています。

  今回、１世帯当たりの年間総額が106万円から、基礎課税（医療）分が１万円アッ

プの66万円、後期高齢者支援金課税分が２万円アップの26万円、介護納付金課税分

は据え置きの17万円で、世帯当たり年間合計額が109万円に変更されます。 

高

① ５割及び２割軽減措置の拡充

低

改正後

改正前

② 課税限度額の引上げ

【R7年度：109万】

【R6年度：106万】

※ 中間所得層の負担に配慮し限度額を引上げ、税率の引き上げ

を抑える事により高所得層の負担を増やし公平性を図る

（
保
険
税
額
）

５割

７割

応益分

（均等・平等割）

応能分

（所得・資産割）

※ 税率のみ引上げした場合

中間所得層のみ負担増

２割

※ 高齢化の進展等により医療給付費等が増加する一方で、被保険者の所得が伸びない

状況において、課税限度額の引上げを行わず、税率のみ引上げすれば高所得層の負担は

変わらず、低中間所得層の負担が重くなります。

   課税限度額の引上げを行うことにより、高所得層に多く負担いただく事になります

が、低中間所得層が多い当市において引上げ幅の公平性を図るため保険税率設定への

配慮が可能となります。
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（１）下呂市国民健康保険加入者状況

※ 人口は年度末、国保は年度平均　　令和６年度は７年１月末の数値

（２）下呂市国民健康保険加入者の令和７年１月末時点の年齢構成

（３）後期高齢者医療保険加入者状況

※ 令和６年度以外は年度末の数値　　令和６年度は７年１月末の数値

（４）後期高齢者医療保険加入者令和７年１月末時点の年齢構成

（５）後期高齢者医療保険保険料の状況

（６）国保・後期の一人当たり総医療費

国民健康保険・後期高齢者医療保険の状況

令和元年度

407,875円

803,017円後期 758,781円 777,149円 809,015円 852,078円

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

国保 399,850円 438,508円 437,096円 467,243円

限度額 ８０万円６４万円 ６６万円

均等割 ４９,４１２円４４,４１１円 ４６,０２３円

所得割 ９．５６%８．５５％ ８．９０％

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

割合 34.0% 26.9% 21.4% 12.7% 4.5% 0.5%

100歳～

人数 2,484人 1,963人 1,564人 925人 327人 40人

区分 75～79歳80～84歳85～89歳90～94歳95～99歳

後期加入率 22.9% 23.2% 24.0% 24.9% 25.3%

28,833人

後期加入者数 7,117人 7,048人 7,139人 7,275人 7,303人

34.4%

区分

人数

割合

市人口 31,090人 30,381人 29,803人 29,202人

60～69歳

1,544人

70～74歳

1,761人

2.3% 4.7% 3.8% 4.3% 7.8% 12.5%

30～39歳

222人

40～49歳

398人

50～59歳

642人

0～9歳

116人

10～19歳

242人

20～29歳

193人

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

30.2%

市人口

国保加入者数

国保加入率

令和6年度

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

29,202人

5,751人

19.7%

28,833人

5,118人

17.8%

30,381人

6,529人

21.5%

29,803人

6,197人

20.8%

31,090人

6,753人

21.7%
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